
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．はじめに 
「島スクエア」とは平成 20 年度文部科学省科学

技術振興調整費地域再生人材創出拠点の形成に対
し「山海空コラボレーションみかん島再生クル―」
と題して大島商船高等専門学校（以下、本校）か
ら申請して採択された地域再生人材育成のプロジ
ェクトにつけられた愛称である[1]-[3]。このプロジ
ェクトは、小規模であっても地元で起業できる人
材や新しい事業展開を目指す事業者を養成するこ
とで地域再生に結びつけようという試みである。
その根拠として、次のように考えている。 
・UJI ターンにより地元で起業することで、地域
の人口が増える。 
・農業や漁業など自営業者の収入が増えると、気
持ちや生活に余裕ができる。 
・起業にも関心を持つ意欲の高い人が増え、 地域
に活力が生まれる。 
・それぞれの特技を生かして多様なサービスが地
元に生まれ、住民の生活の質が向上する。 
・起業を通して厳しさや責任を持つ人が増え、補
助金などへの依存体質からの脱却につながるなど。 
この取り組みは周防大島町との連携事業であり、

商工会、観光協会などの地元団体や起業家、NPO
法人と連携して行っている。本校では起業家を養
成する４つの講座「起業家養成基礎コース」、「商
品開発起業コース」、「体験型観光起業コース」、
「Web・動画クリエータ養成コース」を行っている。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中でも商品開発起業コースは地元の地域資源を活
用した商品や道具を開発し、起業や新たな事業展
開に結びつける人材の養成を目的とした講座で、
将来的には電子、機械、エネルギー関連など本校
の工学技術が地域に生かせるものと考えている。 
商品開発起業コースはプロジェクト２年目の平

成 21 年度から開講し、今年で３年目となる。  
１年目は７組（10 名）、２年目は８組（９名）が
修了し[4]、その内の４組（６名）が実際に商品の
販売を行っている。また、３年目となる今年度は、
11 組（13 名）が受講し、９組（11 名）が修了予
定である。本論文では、過去２年間の商品開発起
業コースの問題点と今後取り組むべき課題を踏ま
え、３年目となる平成 23 年度の方針と実施状況に
ついて報告し、今後の展望について述べる。 
 
２．方針 
商品開発起業コースの実施に際し、どのような

商品を対象に、どのような受講生に、どのような
方法で、どの期間に、どの程度まで身につけても
らうかなど、定例会で検討し、方針を決めてきた。
重要な点をまとめると次の５つに整理できる。 
①商品開発起業コースの目的 
②実施時期と講師 
③カリキュラムと修了要件 
④受講生の募集 
⑤修了後の取り組み 
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２．１ 商品開発起業コースの目的 
「島スクエア」のパンフレットに記載した商品

開発起業コースの説明は、図１のとおりである。 
ここで問題点として指摘されたことは、農・漁

産品の加工品に商品を絞るのか、周防大島の地域
資源に限られるのか、ヒット商品が実際に生まれ
るのかなどである。開講して１年目は、ある程度
ニーズのある「お弁当」と農業に関係の深い「農
機具」を開発商品のテーマにして実施した。しか
し、テーマを絞ると広く人材を集められないので
はないかとのことから、試みとして２年目は開発
商品テーマを設けず、受講生それぞれが開発商品
を決めて自分で取り組む形で募集した。すなわち、
商品を絞って少数精鋭の形でヒット商品を狙う
のではなく、小規模であっても商品を作ろうとい
う意欲やアイデアを生かし、多様な商品の芽を育
てようという考え方である。当初はスタッフで対
応できないものが提案された場合の対応を懸念
したが、講座の進行とともに、食品系とものづく
り系のスタッフがいれば、ある程度対応できると
考えるようになった。また、講義の商品試作・評
価の際に受講生が集まっていっしょに作業し、意
見交換する時間が持てたことが講師や受講生に
好評であった。そこで今年度の方針も、特に商品
テーマは設けず、２年目と同様な形で商品化の方
法について学び、講師・スタッフ、受講生、戦略
委員みんなでアイデアを出し合いながら各自が
良い商品に仕上げていくことを目的とする。 

 
図１ パンフレットでの説明 

 
２．２ 実施時期と講師 
商品開発起業コース１年目は、10 月から翌年２

月までの土曜13:30から16:00を基本に13回の講
座として実施した。この時期はみかんの収穫時期
と重なることや飲食店では土曜に仕事があるなど
受講生が出にくいとの指摘があった。そこで、２
年目は仕事を持たれている方も参加しやすい６月

から９月までの木曜 19:00 から 21:30 とし、全 13
回の講座で実施した。13 回の講義で内容的に足り
るのかとの意見もあったが、講座を長く続けるよ
り必要最小限の内容で短期間にまとめ、10 月以降
に実習などで完成度をあげる方が効果的ではない
かと判断した。今年度も同様の実施時期とする。 
また、1 年目の講師は２名の特命教授と３名の

外部講師に担当していただいた。残念ながら本校
教員は工業系以外の商品開発は専門でないため、
一般的な商品開発の手法や周防大島の地域資源に
ついての講義を特命教授に、「お弁当」の試作評価
を食品関係の商品開発に詳しいフードコーディネ
ータに、商品化の際に必要となるパッケージデザ
インやネーミングを広告・販売の専門家に外部講
師として担当していただいた。「農機具」は本校教
員が担当した。今年度も同様に、ものづくり関係
や産業財産権、発表資料の作成以外は、特命教授
1 名、外部講師４名で実施する。 
 
２．３ カリキュラムと修了要件 
 今年度の商品開発起業コースのカリキュラムを
表１に示す。 
 

表１ 商品開発起業コースカリキュラム 
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 このカリキュラムは、今年度のものから「商品
試作・評価４」、「まとめ・発表準備」の日程を都
合で変更している。 
また、本講座の修了要件は、次の２つである。 

・11 回以上の出席 
（ただし、講義 DVD のレポート４回まで出席扱い） 
・修了発表・資料提出 
 この修了要件は、「島スクエア」他３コースと出
席率 80%以上ということで統一している。 
 
２．４ 受講生の募集 
 平成 23 年度の受講生の募集は、「島スクエア」
４講座が５月から順次開講されることから、全講
座の受講生募集を一括し、周防大島町と近隣の柳
井市、岩国市、平生町、田布施町へ広く案内する。 
(1)パンフレットの配布 
 配布したパンフレットの表紙を図２に示す。 
このパンフレットと「島スクエア」会報を配布

してもらうよう各所を回り[5]、ＰＲを行う。 
(2)広報への掲載 
平成 23 年度の受講生募集と説明会への案内を、

周防大島町と近隣市町の広報への掲載を依頼し、
関心のある人を募る。 
(3)受講説明会の開催 
 ４月 23 日（土）13:30 から 14:30、４月 26 日（火）
と 28 日（木）の 19:00 から 20:00 に受講生募集の
説明会を本校で開催した。参加者は合計 41 名で、
昨年をやや上回った。説明会では配布資料として、
パンフレット、会報、全コースのカリキュラム、
受講志願書と受講規則を配布した。受講志願書は
図３、受講規則は図４のとおりである。 

 
図２ パンフレット 

 
図３ 受講志願書 

 

 

図４ 受講規則 
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 受講志願書には、面接希望日を記入してもらい、
後日、時間調整して 15 分程度の面接を行い、受講
生を決める。商品開発起業コースの定員はスタッ
フが対応できる８名程度と考えているが、できる
だけ希望に添えるよう、多めに取るように心がけ
ている。 
(4)「島スクエア」ホームページへの掲載 
 説明会への案内や申し込み方法は、「島スクエ
ア」ホームページに掲載し、説明会資料のカリキ
ュラム、受講志願書、受講規則を pdf ファイルと
してダウンロードできるようにしている。 
 
２．５ 修了後の取り組み 
 現在、15 組（今年度は 9 組を予定）の修了生を
出しているが、実際に販売できる商品に結びつい
ているのは３分の１程度である。そのため、修了
後の支援が必要と考え、昨年はメールによるニュ
ースレターでの情報提供とものづくり技術につい
ての特別講義を実施した[6]。しかし、修了生と直
接出あうことが重要と考え、これまでの修了生、
講師、戦略委員が集まって実習しながら商品の完
成度を上げるための特別講座を行うことを考えて
いる。また、起業に向けてのテスト販売が行える
場を設けることも検討している。 
 
３．講義の実施状況 
現在、講義は方針に従い、ほぼ予定どおり進行

中である。受講生 13 名で始めたが、1 名は体験型
観光起業コースとの受講で時間的に難しくなった、
1 名は仕事が変わり受講が難しくなったとの理由
で、11 人（9 組）が修了予定である。また、毎回
の講義準備は、定例会で打ち合わせをし、講義資
料作成、講義室の機材準備などを行う。講義記録
としてＤＶＤ作成、ホームページへの掲載を行う。 
講義の場所は、通常は本校の専攻科講義室、調

理実習をともなう場合は周防大島町のしまとぴあ
スカイセンターなど、必要に応じて適当な場所で
行う。図５は講義の様子である。 

 

図５ 講義の様子 

 
４．おわりに 
 「島スクエア」の商品開発起業コースに携わっ
て印象的なことは、商品開発には技術や性能とは
違った視点が重要であること、周防大島は地域資
源に恵まれ、意欲的な人が想像以上に多いこと、
個人の技量だけでなく人とのつながりが大切であ
ることなどである[7]。現在、商業高校では商品開
発を授業に取り入れ、実際に開発商品を販売して
いる例も少なくない。本校には、地域協力センタ
ーや技術支援センター、情報教育センター、地域
連携交流会などがあり、地域への技術教育や研究
協力を行う体制はできている。これを生かすため
にも、教職員、学生、地域の有志が商品化したい
ものを持ち寄り、一緒にアイデアを出し合いなが
ら商品開発、教育研究を行う場ができれば良いと
考えている。「島スクエア」の講座は、それに結び
つくものと期待している。 
 一方、現在の講座の実施方法では、外部講師な
どへの人件費が多く、そのまま維持するのは難し
い。お金をかけずに人が集まって商品開発を行え
る場ができるよう、検討していく必要がある。 
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